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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　延在ニップ（Ｎ）を持つ装置のための支持本体（７）であって、前記ニップは前記支持
本体（７）のプレス表面（１３）及びカウンタ圧力表面（４）によって画成され、前記支
持本体（７）は弾性変形可能であり、そのプレス表面（１３）は前記カウンタ圧力表面（
４）に対してこの表面との相互作用にて適合可能であり、一つの圧力チャンバ（１４；５
６；６０）又は幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）を含み、前記圧力チャンバ（
１４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々は、前記
プレス表面（１３）を介して前記ニップ（Ｎ）に負荷を加えるために加圧下に置かれるよ
うに構成されている、支持本体（７）において、前記プレス表面（１３）は、機械方向に
おける前記延在ニップ（Ｎ）の全長にわたって前記カウンタ圧力表面（４）の輪郭に適合
するように構成されており、前記支持本体（７）には、前記圧力チャンバ（１４；５６；
６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々の前記プレス表面に面
する側を除き、前記圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（
４０；４３；６２）の夫々のためのカウンタ支持体が設けられており、そのため前記圧力
チャンバ（１４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫
々が前記プレス表面（１３）に向かう方向に膨張する、ことを特徴とする支持本体（７）
。
【請求項２】
　請求項１に記載の支持本体（７）において、前記カウンタ支持体は保持装置（８）によ
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って形成されている、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の支持本体（７）において、前記装置及びニップ形成作業位置に
ある前記支持本体（７）の作動において、前記支持本体（７）は、前記圧力チャンバ（１
４；５６；６０）内の、又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の少なくと
も一つ内の圧力の変化が、プレス曲線の変化を伴う前記ニップ（Ｎ）内の対応する圧力変
化を引き起こすように構成されている、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項４】
　請求項１乃至３のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）であって、幾つかの閉鎖
した圧力チャンバ（４０；４３；６２）を含む支持本体（７）において、
　－　各圧力チャンバ（４０；４３；６２）は、前記プレス表面（１３）の対向する接触
ゾーン（１５；４１；４４）を画成し、
　－　前記支持本体（７）は変形可能な上壁（３１）を有し、この上壁が、前記プレス表
面（１３）を画成し且つ前記圧力チャンバ（４０；４３；６２）内の圧力によって能動的
に影響が及ぼされるように構成されており、二つの外側の弾性変形可能な側壁（２８、２
９）が、前記上壁（３１）に連結されており且つ前記上壁（３１）を変位するために前記
圧力チャンバ（４０；４３；６２）内の増大された圧力で弾性的に膨張するように構成さ
れており、前記下壁（３０）は前記二つの外側壁（２８、２９）に連結されている、こと
を特徴とする支持本体（７）。
【請求項５】
　請求項１乃至４のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）において、前記連続した
圧力チャンバ（４０；４３；６２）は、軸線方向に貫通しており、隔壁（３９；６１）に
よって分離されている、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項６】
　請求項１乃至５のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）において、前記圧力チャ
ンバ（４０；４３；６２）内の圧力は、所望のプレス曲線を得るために、所定のパターン
に従って調節されるように構成されている、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項７】
　請求項５又は６に記載の支持本体（７）において、前記隔壁（６１）又は前記隔壁のう
ちの少なくとも二つの隔壁が強化部材（６５）を含み、これらの強化部材は、前記隔壁に
よって分離された二つの圧力チャンバ（６２）間の圧力差に耐えるように構成されている
、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項８】
　請求項７に記載の支持本体（７）において、前記強化部材（６５）は剛性材料を含み、
この剛性材料は前記隔壁に一体化され、又は前記隔壁（６１）の対応する溝又は凹所に受
け入れられる、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項９】
　請求項４乃至８のいずれか一項に記載の支持本体（７）において、一部品でできている
、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項１０】
　請求項１乃至９のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）において、前記支持本体
（７）は、０ｋＮ／ｍから３０００ｋＮ／ｍまで変化する前記ニップ（Ｎ）の負荷にて作
動するようになっている、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項１１】
　請求項１乃至１０のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）において、機械方向で
５０ｍｍ乃至５００ｍｍの寸法を有する、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）において、前記保持装
置（８）は、周方向に見て、前記支持本体（７）のプレス表面（１３）以外の全ての表面
に対する外カウンタ支持体である、ことを特徴とする支持本体（７）。
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【請求項１３】
　請求項１乃至１１のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）において、前記カウン
タ支持体は、全部又は一部が前記支持本体に埋設された内カウンタ支持体であり、
　前記内カウンタ支持体は、形態が安定した輪郭を有する、ことを特徴とする支持本体（
７）。
【請求項１４】
　請求項１３記載の支持本体（７）において、形態が安定した一つの輪郭が、少なくとも
一つの前記圧力チャンバ（１４；４０；４３；５６；６０；６２）内に配置されている、
ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項１５】
　請求項１３記載の支持本体（７）において、形態が安定した一つの輪郭が、各々の前記
圧力チャンバ（４０；４３；６２）内に配置されている、ことを特徴とする支持本体（７
）。
【請求項１６】
　請求項１３乃至１５のいずれか一項に記載の支持本体（７）において、前記輪郭が矩形
であり、
　前記プレス表面（１３）に面する前記輪郭の面が孔を有し、これにより、前記圧力チャ
ンバ内の圧力が前記上壁（３１）上に作用する、ことを特徴とする支持本体（７）。
【請求項１７】
　請求項１乃至１１のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）のための保持装置（８
）において、周方向に見て、前記支持本体（７）のプレス表面（１３）以外の全ての表面
に対する外カウンタ支持体を形成するために、前記支持本体（７）を受け入れるための空
間（１６）を有し、及び／又は圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は圧力チャンバ（４
０；４３；６２）の夫々に対し、前記プレス表面（１３）に面する側以外に内カウンタ支
持体を形成するために、全部又は一部が前記支持本体に埋設されている、ことを特徴とす
る保持装置（８）。
【請求項１８】
　第１構造エレメント（１）、及び延在ニップ（Ｎ）を形成するときに前記第１構造エレ
メント（１）と相互作用するためのカウンタ圧力表面（４）を有し且つ移動自在に構成さ
れた第２構造エレメント（２）を含み、前記第１構造エレメント（１）は移動自在の布（
６）及び支持本体（７）を含み、前記支持本体(７)は、前記カウンタ圧力表面（４）と共
に前記ニップ（Ｎ）を画成するプレス表面（１３）を有し、前記支持本体（７）は、弾性
変形可能であり且つそのプレス表面（１３）は前記カウンタ圧力表面（４）に対してこの
表面との相互作用にて適合可能であり、圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は幾つかの
圧力チャンバ（４０；４３；６２）を含み、前記圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は
前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々は、前記ニップ（Ｎ）に負荷を加
えるために加圧下に置かれように構成されている、抄紙機又は板紙抄紙機で製造される繊
維ウェブ（Ｗ）を処理するための装置において、前記プレス表面（１３）は、機械方向に
おける前記延在ニップ（Ｎ）の全長にわたって前記カウンタ圧力表面（４）の輪郭に適合
するように構成されており、前記支持本体（７）には、前記圧力チャンバ（１４；５６；
６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々に対し、前記圧力チャ
ンバ（１４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々の
前記プレス表面（１３）に面する側を除いてカウンタ支持体が設けられ、これにより、前
記圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２
）の夫々は前記プレス表面（１３）に向かう方向で膨張し、これによって、前記装置及び
ニップ形成作動位置にある前記支持本体（７）の作動において、前記支持本体（７）は、
前記圧力チャンバ（１４；５６；６０）内の、又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４
３；６２）のうちの少なくとも一つ内の圧力の変化が、プレス曲線の変化を伴う前記ニッ
プ（Ｎ）内の対応する圧力変化を引き起こすように構成されている、ことを特徴とする装
置。
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【請求項１９】
　請求項１８に記載の装置において、前記カウンタ支持体は保持装置（８）によって形成
されている、ことを特徴とする装置。
【請求項２０】
　請求項１８又は１９に記載の装置において、前記支持本体（７）は、請求項１乃至１３
のうちのいずれか一項に従って設計されている、ことを特徴とする装置。
【請求項２１】
　第１プレスエレメント（１）及び延長プレスニップ（Ｎ）を形成するときに前記第１プ
レスエレメント（１）と相互作用するためのカウンタ圧力表面（４）を有し且つ移動自在
に構成された第２プレスエレメント（２）を含み、前記第１プレスエレメント（１）は移
動自在のベルト（６）及びプレス本体（７）を含み、前記プレス本体は、前記カウンタ圧
力表面（４）と共に前記ニップ（Ｎ）を画成するプレス表面（１３）を有し、前記プレス
本体（７）は、弾性変形可能であり且つそのプレス表面（１３）は前記カウンタ圧力表面
（４）に対してこの表面との相互作用にて適合可能であり、圧力チャンバ（１４；５６；
６０）又は幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）を含み、前記圧力チャンバ（１４
；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々は、前記プレ
ス表面（１３）を介して前記ニップ（Ｎ）に負荷を加えるために加圧下に置かれように構
成されている、抄紙機又は板紙抄紙機で製造される繊維ウェブ（Ｗ）を処理するためのプ
レスにおいて、前記プレス表面（１３）は、機械方向における前記延在ニップ（Ｎ）の全
長にわたって前記カウンタ圧力表面（４）の輪郭に適合するように構成されており、前記
プレス本体（７）には、前記圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チ
ャンバ（４０；４３；６２）の夫々に対し、前記圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は
前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々の前記プレス表面（１３）に面す
る側を除いてカウンタ支持体が設けられ、これにより、前記圧力チャンバ（１４；５６；
６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）の夫々は前記プレス表面（１
３）に向かう方向で膨張し、これによって、前記プレス及びニップ形成作動位置にある前
記プレス本体（７）の作動時に、前記プレス本体（７）は、前記圧力チャンバ（１４；５
６；６０）内の、又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）のうちの少なくと
も一つ内の圧力の変化が、プレス曲線の変化を伴う前記ニップ（Ｎ）内の対応する圧力変
化を引き起こすように構成されている、ことを特徴とするプレス。
【請求項２２】
　請求項２１に記載のプレスにおいて、前記カウンタ支持体は保持装置（８）によって形
成されている、ことを特徴とするプレス。
【請求項２３】
　請求項２１又は２２に記載のプレスにおいて、前記カウンタ圧力表面（４）及び／又は
プレス表面（１３）は加熱されるように構成されている、ことを特徴とするプレス。
【請求項２４】
　請求項２１乃至２３のいずれか一項に記載のプレスにおいて、前記プレス本体（７）は
、請求項１乃至１３のうちのいずれか一項に従って設計されている、ことを特徴とするプ
レス。
【請求項２５】
　装置にて延在ニップ（Ｎ）を形成し、前記延在ニップ（Ｎ）内の負荷を制御する方法で
あって、前記装置は、プレス表面（１３）を有する支持本体（７）を含み、前記ニップ（
Ｎ）は、前記プレス表面（１３）及びカウンタ圧力表面（４）によって画成され、前記支
持本体（７）は、弾性変形可能であり且つそのプレス表面（１３）は前記カウンタ圧力表
面（４）に対してこの表面との相互作用にて適合可能であり、圧力チャンバ（１４；５６
；６０）又は幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）を含み、前記圧力チャンバ（１
４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４３；６２）は、夫々、前記プ
レス表面（１３）を介して前記ニップ（Ｎ）に負荷を加えるために加圧下に置かれるよう
に構成されており、前記プレス表面（１３）は、機械方向における前記延在ニップ（Ｎ）
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の全長にわたって前記カウンタ圧力表面（４）の輪郭に適合するように構成されている、
方法において、
　－　前記支持本体（７）の下部分（３０）及び側部分（２８、２９）のためのカウンタ
支持体を形成する保持装置（８）内に前記支持本体（７）を取り付ける工程、
　－　前記圧力チャンバ（１４；５６；６０）又は前記幾つかの圧力チャンバ（４０；４
３；６２）のうちの少なくとも一つに増大された圧力を加える工程、
　－　前記増大された圧力の作用で、前記プレス表面（１３）を構成する、前記支持本体
（７）の上部分（３１）を、弾性変形可能であり且つ前記上部分（３１）に連結された前
記支持本体（７）の前記側部分（２８、２９）の膨張によって、前記カウンタ圧力表面（
４）に向かう方向に変位させる工程、及び
　－　前記圧力チャンバ（４０；４３；６２）内の圧力を所定のパターンに従って設定し
、所望のプレス曲線を得る工程、を含む、方法。
【請求項２６】
　請求項２５に記載の方法において、前記圧力チャンバは、圧力チャンバ群を得るために
機械方向及びこの機械方向に対して横方向の両方向に延びる隔壁によって画成されており
、各圧力チャンバ群の圧力は他の群の圧力とは独立して設定され、前記プレスニップ（Ｎ
）内の負荷が機械方向及び／又はこの機械方向に対して横方向で独立して制御される、方
法。
【請求項２７】
　請求項１乃至１６のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）の、抄紙機又は板紙抄
紙機のプレス装置のプレス本体（７）としての使用。
【請求項２８】
　請求項１乃至１６のうちのいずれか一項に記載の支持本体（７）の、抄紙機又は板紙抄
紙機の搬送装置用の支持ホイルとして又は抄紙機又は板紙抄紙機の巻き上げ装置の巻き上
げ支持体としての使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、延在ニップを持つ装置用の支持本体であって、ニップは支持本体の接触表面
及び対向する表面によって画成され、支持本体は弾性変形可能であり、その接触表面は対
向する表面に対してこの表面との相互作用にて適合可能であり、一つの圧力チャンバ又は
幾つかの圧力チャンバを含み、圧力チャンバ又は各圧力チャンバの夫々は、ニップに接触
表面を介して負荷を加えるため、加圧下に置かれるように構成されている、支持本体に関
する。
【０００２】
　本発明は、更に、このような支持本体用の保持装置に関する。
【０００３】
　本発明は、更に、第１構造エレメント及び移動自在に構成されており且つ延在ニップを
形成するときに第１構造エレメントと相互作用するための対向する表面を持つ第２構造エ
レメントを含み、第１構造エレメントは移動自在の布及び対向する表面とともにニップを
画成する接触表面／プレス表面を持つ弾性変形可能な支持本体／プレス本体を含み、この
支持本体／プレス本体の接触表面／プレス表面は、対向する表面に対してこの表面との相
互作用にて適合でき、圧力チャンバ又は幾つかの圧力チャンバを含み、圧力チャンバ又は
各圧力チャンバの夫々は、接触表面／プレス表面を介してニップに負荷を加えるため、圧
力が加わった状態に置かれように構成されている、抄紙機又は板紙抄紙機で製造される繊
維ウェブを処理するための装置／プレスに関する。
【０００４】
　本発明は、更に、装置で延在ニップを形成する方法であって、接触表面を持つ支持本体
を含み、ニップは接触表面及び対向する表面によって画成され、支持本体は弾性変形可能
であり、その接触表面は対向する表面に対してこの表面との相互作用にて適合でき、圧力
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チャンバ又は幾つかの圧力チャンバを含み、圧力チャンバ又は各圧力チャンバは、夫々、
接触表面を介してニップに負荷を加えるため、圧力が加わった状態に置かれるように構成
されている、方法に関する。
【０００５】
　本発明は、更に、接触表面を持つ支持本体を含む装置の延在ニップでの負荷を制御する
方法であって、ニップは接触表面及び対向する表面によって画成され、複数の圧力チャン
バを持つ支持本体は弾性変形し、支持本体の接触表面は、対向する表面との相互作用で対
向する表面に適合でき、ニップには、圧力チャンバを加圧することによって接触表面を介
して負荷が加えられる、方法に関する。
【背景技術】
【０００６】
　延長プレスニップを持つ従来既知のプレスは、アルミニウムや鋼等の金属材料でできた
いわゆるプレスシューを有する。このプレスシューは、通常は凹状のプレス表面を持つよ
うに設計されている。プレス表面は対向するカウンタ圧力表面と非常に正確に適合する。
このようなプレスシューは、製造が非常に複雑であり、及び従って、非常に費用がかかる
。金属で形成されているため、比較的剛性であり且つ非可撓性である。このようなプレス
シューのカウンタロールとして作用するプレスロールは、シリンダ壁が比較的厚く、プレ
スシューからの力に耐える。カウンタロールの別の例によれば、比較的薄いシリンダ壁を
有し、この薄く及びかくして変形可能なシリンダ壁又はシェルを、所望の負荷を得るため
にプレスシューがカウンタロールに加えなければならない力に応じて調節自在にクラウニ
ング(crowing）するためのカウンタ圧力システムを内部に備えている。更に、プレスシュ
ーが、カウンタロールのクラウンに従ったクラウンを備えているのがよく、その場合、こ
のカウンタロールとの組み合わせのみで使用できる。別の態様では、液圧シリンダによっ
て金属製プレスシューを傾けることができる。
【０００７】
　ヤンキーシリンダは、比較的薄いシリンダ壁又はシェルを有し、ヤンキーシリンダをカ
ウンタロールとして使用した場合、プレスシューの窪みにより容易に変形する。シェルの
変形は、軸線方向で、中央領域から端壁に向かう方向で変化する。端壁では、窪みは中央
領域内よりもかなり小さい。従って、プレスシューは、端壁で又はその近くで増大された
圧力で作用し、その結果、プレスフェルトの縁部の磨耗が増大し、プレスシューに沿った
負荷プロファイルが不規則になり、紙の性質が機械方向に対して横方向で変化する場合が
ある。内部カウンタ圧力システムによってヤンキーシリンダのシェルにクラウンを施すこ
と、又はプレスシューに作用を及ぼし、変形した表面と形態を一致するため、プレスシュ
ーの下側に二列又はそれ以上の液圧シリンダを配置することが提案されてきた。これらは
両方とも、負荷プロファイルを更に均等にするためである。しかしながら、これらの提案
は、両方とも複雑であり、実施するのに費用がかかる。
【０００８】
　以下の文献は、延長プレスニップを持つプレスの例である。
【０００９】
　ドイツ国特許第ＤＥ　４４　０５　５８７号及びＷＯ　０２／４４４６７には、プレス
シュー３又は同じ設計のダブルプレスシュー３ａ、３ｂを含む液圧式支承体を持つプレス
が記載されている。プレスベルト６がプレスシュー３の潤滑流体床の上で非常に小さい摩
擦で転動する。金属製のプレスシューは、好ましくは水である液圧流体が入った圧力チャ
ンバ１０を有する。適当な固体材料、好ましくはステンレス鋼製の矩形の圧力等化膜２０
がプレスシューのプレスニップ側に固定されている。圧力等化膜２０は、外縁部２６、内
縁部２２、及び内縁部２２が画成する開口部２７を有する。かくしてフレームのように見
える圧力等化膜２０は可撓性であり、そのため、その二つの側部の間で圧力差が発生した
とき、液圧流体と直接接触した状態を保持した縁部ゾーン２１が撓むことができる。これ
らの圧力差は、紙ウェブ及び／又はカウンタロールの包絡面の凹凸により液圧流体がプレ
スニップを通って漏出したときに発生する。かくして、可撓性圧力等化膜２０は、液漏れ
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がないか或いはほんの僅かな自動調節ニップ２を形成する。かくして、圧力チャンバ１０
内の圧力流体は、圧力等化膜２０の開口部２７を通って移動自在のベルトと直接接触した
状態を保持する。前記ＷＯ刊行物を前記ＤＥ刊行物と比較して行われた補足的追加は、ベ
ルトの潤滑を行うために圧力チャンバ１０からベルト６に液圧流体を導くため、可撓性膜
の自由縁部ゾーン２１に「ピンホール２５」を設けることである。
【００１０】
　米国特許第５，９８０，６９３号には、チューブ状の少なくとも一つの膨張可能な負荷
エレメントを持つが、負荷エレメントとベルトの内側との間に金属シューがないプレスが
記載されている。更に、シューのこの部分は、ニップ出口の圧力をゆっくりと減少するた
めに構成されている。通常は、圧力がいきなり低下するのが望ましい。
【００１１】
　米国特許第３，８３９，１４７号には、二つの対向するシューを持つシュープレスが記
載されている。各シューは、ベルトの内側に対してシールする金属製底部及び下台を有す
る。ベルトに面するシューの側部は有孔膜であり、これにより圧力チャンバ内の液圧流体
の圧力でベルトの内側を直接押圧する。シューは、比較的複雑な構造であり、様々な孔及
び強化体を含む。
【００１２】
　米国特許第５，９５１，８２４号には、通常の液圧負荷エレメントを持つ通常のシュー
が記載されている。シューは、プレスニップを通過する紙の塊(paper wads)がシューやベ
ルトを損傷しないようにするため、ポリマー又はゴムでできた柔らかく且つ丈夫な層でコ
ーティングしてある。
【００１３】
　欧州特許第ＥＰ　０　５７５　３５３号には、金属製カバーの内側にベローズが配置さ
れ、ベルトが前記金属製カバーの周囲を摺動するシューを持つプレスが記載されている。
【００１４】
　米国特許第６，３３４，９３３号には、金属プレート及びホースによってシールされた
複数の圧力ポケットが設けられた金属製カウンタパートを持つプレスが記載されている。
このプレスもまた、プレスニップの対向する部分に負荷を加えるのに役立つ。
【００１５】
　米国特許第６，３８７，２１６号には、上側をベルトが走行し、プレスニップに負荷を
加える開放流体チャンバを持つプレスが記載されている。チャンバは、ベルトに圧力を加
えることによってシールされ、そのため、チャンバの縁部上に締め付けられる。
【００１６】
　欧州特許第ＥＰ　１　３１９　７４４号には、プレスニップの計測穴の上方の基準点で
の液圧静圧を計測し、連続的に適合することによって、プレスシューのニップ圧力をウェ
ブに対して横方向に及びウェブに沿って計測し、調節するための方法が記載されている。
【００１７】
　ドイツ国特許第ＤＥ３０　３０　２３３号には、金属製スタンドに取り付けられた弾性
スライドシューが記載されている。スライドシューは、スライド本体、即ち圧力媒体で充
填できるホースの形態の中空本体を含む。ホースは、金属製スタンドに取り付けられた弾
性ベルトによって取り囲まれている。中空本体は、様々な圧力に加圧できるチャンバに分
割できる。しかしながら、一つ又はそれ以上のチャンバ内の圧力が変化してもニップでの
負荷を変化させることはない。これは、中空本体がこのような圧力上昇の度毎に横方向に
膨張できるためである。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１８】
　本発明の目的は、既知の支持本体に関して、特別な機械加工や、作用を及ぼす対向表面
の形状に対する主要な配慮なしに更に簡単に製造でき、一つ又はそれ以上の圧力チャンバ
内の圧力に応じて、走行するベルトによって閉鎖される一つ又はそれ以上の圧力ポケット
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列を持つ従来の金属製支持本体で可能であるのと同様に、又はそれよりも良好な方法で所
定の負荷プロファイルを提供できる、弾性支持本体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明による支持本体は、一つの圧力チャンバ又は複数の圧力チャンバの夫々の前記接
触表面に面する側を除き、一つの圧力チャンバ又は複数の圧力チャンバの夫々用のカウン
タ支持体を形成するように構成された保持装置が設けられていることを特徴とする。
【００２０】
　本発明による保持装置は、支持本体の全ての表面について、周方向に見て、そのカウン
タ表面を除き、外カウンタ支持体を形成するため、支持本体を受け入れるための空間を有
し、前記接触表面に面する側を除いて一つの圧力チャンバ又は複数の圧力チャンバの夫々
用の内カウンタ支持体を形成するため、支持本体全体又はその一部が埋設されることを特
徴とする。
【００２１】
　本発明による装置は、一つの圧力チャンバ又は複数の圧力チャンバの夫々の前記接触表
面に面する側を除き、一つの圧力チャンバ又は複数の圧力チャンバの夫々用のカウンタ支
持体を形成するように構成された保持装置が支持本体に設けられており、これによって前
記装置及びニップ形成作動位置にある支持本体の作動時に、前記支持本体は、前記一つの
圧力チャンバ又は前記幾つかの圧力チャンバのうちの少なくとも一つの圧力の変化により
ニップ内の圧力を付随して変化する圧力曲線に従って対応して変化するように構成されて
いることを特徴とする。
【００２２】
　本発明によるプレスは、一つの圧力チャンバ又は複数の圧力チャンバの夫々に対し、一
つの圧力チャンバ又は複数の圧力チャンバの夫々の前記プレス表面に面する側を除き、カ
ウンタ支持体を形成するように構成された保持装置がプレス本体に設けられており、これ
によって前記プレス及びニップ形成作動位置にあるプレス本体の作動時に、プレス本体は
、前記一つの圧力チャンバ又は前記幾つかの圧力チャンバのうちの少なくとも一つの圧力
の変化によりニップ内の圧力を付随して変化する圧力曲線に従って対応して変化するよう
に構成されていることを特徴とする。
【００２３】
　延在ニップを形成する本発明による方法は、
－　支持本体の上部分及び側部分用のカウンタ支持体を形成する保持装置に支持本体を取
り付ける工程、
－　前記一つの圧力チャンバ又は前記幾つかの圧力チャンバのうちの少なくとも一つに増
大された圧力を加える工程、及び
－　弾性変形可能であり且つ前記上部分に連結された支持本体の前記側部分の膨張によっ
て、前記接触表面を構成する支持本体の上部分を、前記増大された圧力の作用で、対向す
る表面に向かう方向で移動する工程を含む、ことを特徴とする。
【００２４】
　延在ニップの負荷を制御する本発明による方法は、
－　支持本体の下部分及び側部分用のカウンタ支持体を形成する保持装置に支持本体を取
り付ける工程、及び
－　圧力チャンバ内の圧力を所定のパターンに従って設定し、所望の圧力曲線を得る工程
を含む、ことを特徴とする。
【００２５】
　「ニップ」という表現は、ワイヤ及び支持本体が画成するニップを含むように、その最
も広い意味で解釈されるべきである。
【００２６】
　下文において、本発明を添付図面を参照して更に詳細に説明する。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００２７】
　本発明を繊維ウェブを脱水するためのプレスと関連して説明する。当然のことながら、
本発明は、プレスセクションの他に、繊維ウェブを処理するための任意の適当な装置、例
えば抄紙機又は板紙抄紙機の乾燥セクション又は形成セクションの装置、及び繊維ウェブ
の表面処理を行うためのカレンダーの装置に適用できる。
【００２８】
　図１及び図２は、形成された湿潤状態の繊維ウェブから水を絞り出すために抄紙機又は
板紙抄紙機のプレスセクションに配置されたプレスの部分を概略に示す。有利には、本発
明は、ティッシュ抄紙機型の抄紙機で使用できる。プレスは、第１プレスエレメント１及
び第２プレスエレメント２を含む。これらのプレスエレメント１、２は、延長プレスニッ
プＮを形成するため、互いに相互作用する。
【００２９】
　第２プレスエレメント２は、プレスニップＮで作用するカウンタ圧力部材を含み、この
部材は、移動自在の無端表面３を有する。この無端表面は、湾曲していてもよいし直線状
であってもよい対向表面即ちカウンタ圧力表面４をプレスニップＮ内に形成する。プレス
の図示の実施形態では、第２プレスエレメント２は、プレスロールの形態のカウンタロー
ルを含む。このカウンタロールは、更に、従来の乾燥セクションの乾燥シリンダ即ちヤン
キーシリンダとして設計されたティッシュ抄紙機の乾燥シリンダであってもよい。この場
合、カウンタ圧力部材は、カウンタロール２の円筒壁５を含み、その包絡面が前記移動自
在の無端表面３を形成する。これは、延長プレスニップＮ内で前記カウンタ圧力表面４を
形成する。これは、室温であってもよいし加熱によって温度を上げてもよい。シリンダ壁
５が厚く且つ十分に安定している場合には、カウンタ圧力部材を構成する。シリンダ壁５
が薄く変形可能である場合には、カウンタ圧力部材は、必要なカウンタ力を提供する内部
支持システム（図示せず）を更に含む。
【００３０】
　第１プレスエレメント１は、可撓性材料でできた移動自在の無端ベルト６、プレス本体
の形態の支持本体７、プレス本体７を取り付けるための保持装置８、この保持装置８を取
り付けるための支持本体、プレス本体７を作動するための負荷手段を含む。移動自在のベ
ルト６は閉ループを描き、その内側にプレス本体７及び支持本体が配置される。移動自在
のベルト６は、延長プレスニップＮを通過するときに脱水されるべき湿潤状態の繊維ウェ
ブＷを搬送するプレスフェルト９とプレスニップＮの前で出会うように配置されている。
負荷手段は、プレス本体７がベルト６、プレスフェルト９、及びウェブＷを介してカウン
タロール２に及ぼす圧力を得るため、プレスの作動中にプレス本体７に影響を及ぼすため
に、作動されるように配置されている。プレス本体７は、機械方向で見たときの延長プレ
スニップＮの長さを決定するように構成されている。プレス本体７は、プレスの作動中に
回転ベルト６が摺動接触する自由摺動表面１０を有する。これによって、摺動表面１０は
、接触表面即ちプレス表面１３の全体又は一部を形成する。これは、前記カウンタ圧力表
面４ともにプレスニップＮを画成する。回転ベルト６とプレス本体７との間の摩擦を減少
する薄膜を形成するためにベルトの内側に潤滑剤を供給するため、スプレー装置１１がプ
レス本体７の上流に取り付けられている。
【００３１】
　プレスの図示の実施形態では、第１プレスエレメント１はプレスロールを含み、そのシ
ェルが移動自在のベルト６を形成する。このベルトは、かくして、実質的に円形のループ
を描く。プレスの変形例（図示せず）では、可撓性の移動自在のベルトが非円形ループを
なして、例えば実質的に楕円形のループをなして、又は実質的に三角形のループをなして
、プレス本体及び一つ又は幾つかのガイドロールの周囲を走行するように構成されている
。図示の実施形態では、プレスロール１は二つの円形の回転自在に取り付けられた端壁（
図示せず）を有し、これによって、シェル６は、これらの壁とともに回転するため、端壁
の周囲にしっかりと取り付けられている。シェル６及び端壁は閉鎖空間を画成し、この空
間に支持本体が配置される。この支持本体は、端壁間をこれらと接触せずに軸線方向に延
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びる定置の支持ビーム１２を含む。プレス本体７及びその保持装置８もまた、端壁間をこ
れらと接触せずに軸線方向に延びる。別の態様では、第２プレスエレメントは、上文中に
説明した第１プレスエレメント１と同じ又は実質的に同じ設計であってもよい。これによ
って、プレスニップは、かくして、本発明による二つのプレス本体によって形成される。
【００３２】
　プレス本体７は弾性変形可能であり、そのプレス表面１３をカウンタ圧力表面４にこの
表面との相互作用にて適合できる。この適合は、前記負荷手段が生成し、プレス本体７に
カウンタ圧力表面４に向かう方向で作用する負荷の作用で行われ、これによってプレスニ
ップＮ全体に負荷を加える。プレス本体７が弾性変形可能であるということの定義は、必
ずしもプレス本体全体が弾性材料で形成されているということを意味するものではなく、
本発明では広い意味で理解されるべきであり、即ちプレス本体は、弾性材料でできた少な
くとも一つの機能部分を持つと理解されるべきであり、これにより定義が満たされる。実
際上の及び生産技術的理由により、及び最も好ましい実施形態によれば、プレス本体はそ
の全体が一つ（又は幾つかの）の弾性材料で形成されている。
【００３３】
　本発明によれば、プレス本体７は一つ又は幾つかの閉鎖圧力チャンバを含む。これらの
圧力チャンバは前記負荷手段の部分である。図５によれば、プレス本体７は単一の大きな
圧力チャンバ１４を含み、このチャンバは、プレス表面１３の対向プレスゾーン１５を画
成する。プレス本体７及びその保持装置８は、図１によるプレスの部分であり、図３及び
図４に更に詳細に示してあるが、これらの二つの構造エレメントは、図６及び図７及び図
５に夫々別々に示してある。図５で明らかなように、保持装置８は細長いビーム形状ホル
ダ２２を含む。このホルダは、形態が安定しており、二つの側支持部分１７、１８及びこ
れらの側支持部分を連結する下支持部分１９によって画成されたＵ形状又は矩形の断面を
持つ軸線方向貫通チャンネル１６が設けられている。ホルダ２２を図２に示すように支持
ビーム１２にボルト２１で取り外し自在に固定するため、両取り付けフランジ２０が側支
持部分１７、１８に形成されている。保持装置は、ホルダ２２の平行な両端面に取り外し
自在に取り付けるための二つの端プレート２３並びに側支持部分１７、１８の頂部に取り
外し自在に取り付ける二つのクランププレート２４を含むということが図３から明らかで
ある。図３及び図４から明らかなように、プレスニップＮの入口に配置されるようになっ
た側支持部分１７には、プレス本体７を露呈するため、クランププレート２４間を延びる
凹所２５が設けられている。一方の端部プレート２３の中央には、好ましくは液圧オイル
である気体又は液体形態の圧力媒体用の入口を形成する連結部材２６が位置決めされてい
る。他方の端部プレート２３には、液圧オイルを使用した場合に圧力チャンバ１４を脱気
するための出口を形成する同様の連結部材２７が設けられている。
【００３４】
　図６及び図７は、ホルダ２２のチャンネル１６に取り付けられるようになったプレス本
体７を示す。このプレス本体は、対向する横面間に遊びが生じないように、及びプレス本
体７の下面がチャンネル１６の下面に載止するように、チャンネル１６の断面と適合する
断面を有する。この実施形態では、プレス本体７には通孔が設けられている。この通孔は
、全体に矩形断面の圧力チャンバ１４を形成するため、両端がシールされるようになって
いる。この圧力チャンバ１４は、プレス本体７の二つの平行な側壁２８、２０、下壁３０
、及び上壁３１によって画成される。図６及び図７に示す実施形態では、二つの側壁２８
、２９は同じ厚さを有する。上壁３１は前記自由摺動表面１０を形成する。この自由摺動
表面がカウンタロール２に面する。これにより、作動中、回転ベルト６が摺動接触する。
断面図では、摺動表面１０は、所定半径の初期湾曲表面部分３２を形成するため、所定の
円弧形状を持つように設計されている。表面部分３３は湾曲表面部分３２に対して接線を
なし、尖った隅部３４まで上方に延びている。摺動表面１０は隅部のところに側壁２９の
外側を形成し、機械方向で固定される。湾曲した表面部分３２の目的は、ベルト６と摺動
表面１０との間で薄膜を形成するときにベルト６の内側に潤滑剤を付けることができるよ
うにするため、回転ベルト６と湾曲表面部分３２との間に楔形を形成することである。上
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述の隅部３４はプレスニップＮの出口を形成し、湾曲表面部分３２のところのプレスニッ
プＮの入口は、圧力チャンバ１４内の圧力に応じて浮動する。プレス本体７の端部分３５
には摺動表面１０が設けられていない。これは、上壁３１をここで狭幅にし、即ち凹所を
形成し、均等にすることによって行われる。端部分３５により、図２及び図３から明らか
なように、ホルダ２２に前記クランププレート２４で簡単に取り外し自在に取り付けるこ
とができる。従って、このアッセンブリでは、二つの連結部材２６、２７が圧力チャンバ
１４内に延びている。端プレート２３及び連結部材２６、２７に対して圧力チャンバ内部
をシールするため、圧力チャンバ１４の端部分３５にカップ状シール（図示せず）が配置
してある。図１乃至図７による図示の実施形態では、負荷手段は、前記圧力チャンバ１４
、及び配管３７及び前記連結部材２６を介して圧力チャンバ１４に連結された圧力媒体源
３６を含む。圧力チャンバ１４内の圧力は、適当な制御装置３８によって調節される。
【００３５】
　上述のように、プレス本体７は弾性変形可能である。これは、圧力チャンバ１４内の増
大する圧力の作用で膨張し、上壁３１をそのプレス表面１３とともにカウンタロールのカ
ウンタ圧力表面４に向かう方向で押圧できるようにするためである。図６及び図７から明
らかなように、プレス本体７は弾性材料で一部品に形成されている。プレス本体７は、開
始位置では、そのプレス表面１３が、対向するカウンタ圧力表面４と接触しない所定のと
ころに配置される。プレスを作動させると、圧力チャンバ１４内の圧力が上昇し、ニップ
形成作動位置をとる。圧力上昇により、プレス本体７を、保持装置８に関し、カウンタロ
ール２のカウンタ圧力表面４に向かう方向で弾性的に膨張する。これは、側壁２８、２９
が、カウンタロール２のカウンタ圧力表面４から反力が発生するまで、弾性的に自由に延
びる即ち膨張するためである。反力は、先ず最初にプレスニップの出口のところ、即ち側
壁２８のちょうど反対のところに現れ、次いで、プレスニップの入口に向かう方向で連続
的に伝播する。プレスニップの入口の位置は、所望の負荷に対して予め設定された最大圧
力値で決まる。従って、プレス本体７の前記弾性膨張中、上壁３１、及びこの上壁３１に
当接した回転ベルト６がカウンタロール２に向かう方向で押圧され、上壁３１は、カウン
タ圧力表面４の形状に応じて機械方向ＭＤ及び機械方向に対して横方向ＣＤの両方向で弾
性変形する、即ちプレス表面１３の形態がカウンタ圧力表面４の輪郭と一致し、即ち適合
し、プレスニップを画成する摺動表面１０即ちプレス表面１３の部分の形態がカウンタロ
ール２の対向するカウンタ圧力表面４に従って変化する。プレス表面は、この場合、前記
プレスゾーン１５と対応する。別の態様では、プレス本体７は、そのプレス表面１３が対
応するカウンタ圧力表面４から無接触距離にある第１開始位置に取り付けられる。プレス
本体７及び保持装置８は、適当な移動伝達装置によって、第１開始位置から、プレス本体
７のプレス表面１３が対向するカウンタ圧力表面４と接触した又はほぼ接触した第２開始
位置まで一緒に移動する。次いで、ニップ形成作動位置をとるため、圧力チャンバ内の圧
力を所望の圧力曲線に従って増大させる。
【００３６】
　図１乃至図７による実施形態で使用したプレス本体７は、図８に示す負荷プロファイル
又は圧力曲線を示す。
【００３７】
　更に、図９による実施形態では、プレス本体７は一部品で形成されているが、上流側壁
２８が下流側壁２９よりも僅かに厚い。これによって、圧力を圧力チャンバ１４に加えた
ときの弾性膨張に対する抵抗は厚い方の側壁２８が薄い方の側壁２９よりも大きい。これ
は、プレスニップＮの初期部分に作用する圧力が、プレスニップの最終部分よりも小さく
なり、そのため負荷プロファイル又は圧力曲線が、図１０に示すように比較的平らな経路
を辿るということを意味する。この効果は、下流側壁の方が上流側側壁よりも弾性であり
且つ伸長性が高いように側壁を厚さが等しいが弾性率が異なる材料で形成することによっ
ても得ることができる。
【００３８】
　図１１は、両端がシールされた円形断面を持つ弾性ホース形態のプレス本体７を示す。
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内部空間が圧力チャンバ６０を形成する。保持装置８のチャンネル１６は、対応する又は
実質的に対応する円形形状を有し、そのため、円形のチャンネル壁は、圧力を加えて膨張
させたときにホースに対してカウンタ支持体を形成し、上自由部分即ち上壁３１が上方に
開放したチャンネル１６を通って押し出され、本発明の原理に従って支持体を形成する。
【００３９】
　図１２は、図７に示したものと同様であるが、弾性変形可能な二つの長さ方向垂直隔壁
３９が設けられたプレス本体７を示す。これらの隔壁は、従って、側壁２８、２９と平行
であり、三つの小さな圧力チャンバ４０を画成する。これらの圧力チャンバは、ニップ内
の負荷を調節するため、これらのチャンバを互いに独立した異なる圧力Ｐ１、Ｐ２、及び
Ｐ３に置くことができるように、圧力媒体源３６に連結されている。例えば、圧力関係は
、Ｐ１＜Ｐ２＜Ｐ３であるように選択でき、この場合、この例によるプレス本体７は、図
１３に示すような段階的負荷プロファイル又は圧力曲線を示す。各圧力チャンバ４０は、
プレス表面１３の対向プレスゾーン４１を画成する。
【００４０】
　図１４は、図１２に示したものと同様であるが、二つの圧力チャンバ６２を画成する弾
性変形可能な長さ方向垂直隔壁６１が設けられたプレス本体７を示す。圧力チャンバは、
ニップ内の負荷を調節するため、互いに独立した異なる圧力に置くため、圧力媒体源３６
に連結されている。隔壁６１は、二つの圧力チャンバ間に大きな圧力差がある場合でも隔
壁が撓まないようにするために、比較的厚い。
【００４１】
　図１５は、図１４に示したものと同様であるが、下壁３０からこの下壁を通って上方に
隔壁全体に亘って延び、これによって隔壁を二つの小さな壁部分に分割する下方に開放し
た溝６３が設けられたプレス本体７を示す。保持装置８は、チャンネル１６の底部から上
方に延びる、溝６３と対応する矩形断面の強化壁６５を持つように設計されている。強化
壁６５は、例えば形状が永久的な保持装置８と一体成形することによって、剛性材料でで
きている。強化壁６５は、大きな圧力差が存在する場合に二つの圧力チャンバ６２内の圧
力が隔壁６１を介して互いに影響を及ぼし合うことがないようにする。隔壁によるこのよ
うな強化は、形態安定正方形輪郭（図示せず）によっても得ることができる。これは、例
えば図１２に従ってプレス本体の各圧力チャンバ内に配置され、圧力チャンバの全ての表
面を支持し、プレス表面１３に面する輪郭の側部には、圧力チャンバ内の圧力を上壁３１
に作用できるように孔又は穴が設けられている。
【００４２】
　図１６は、図１２に示したものと同様であるが、弾性変形可能な四つの長さ方向垂直隔
壁３９が設けられたプレス本体７の一部を示す。図１６から明らかなように、プレス本体
７には、更に、弾性変形可能な複数の横方向垂直隔壁４２が設けられており、これらの横
方向隔壁は互いに対してずらしてあり、長さ方向隔壁３９とともに複数の隔室状圧力チャ
ンバ４３を画成する。これらの隔壁は、ニップ内の負荷を調節するため、セクション又は
群によって互いに別個に異なる圧力に置くことができるようにするため、圧力媒体源３６
に連結されている。図示の例では、隔室４３は、異なる圧力ｐ１、ｐ２が作用する二つの
群をなして配置されている。隔室群の圧力関係は、例えば、ｐ１＜ｐ２である。高い方の
圧力ｐ２が作用する隔室４３の群には、図１７で破線が付してある。
【００４３】
　図１８は、図６及び図７に示したものと同様であるが、二つの部品でできており、図６
及び図７に示したものと同様の圧力チャンバ５６を画成するプレス本体７を示す。一方の
部品は、プレス本体の二つの側壁２８、２９及び下壁３０を含むのに対し、他方の部品は
プレス本体の上壁を含み、薄い層即ち膜５４の形態を示す。側壁２８、２９は、膜５４を
その縁部に沿って固定するためのフランジ部分５５を持つように設計されている。図１８
のプレス本体７は、図６及び図７に示したものと同様に機能する。第１部品２８、２９、
３０は弾性材料でできている。膜５４は任意の材料でできていてもよく、弾性の低い材料
、例えば金属でできていてもよく、プレス表面１３をカウンタ圧力表面４と適合させるた
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め、側壁２８、２９の膨張時に変形でき、圧力チャンバ５６内の圧力を減少したときに側
壁２８、２９の引張力が作用を停止したとき、その最初の位置に戻る。
【００４４】
　支持本体７が複数の圧力チャンバを有する場合（図１２及び図１４の実施形態のように
）、全てではないが一つ又はそれ以上の圧力チャンバを大気圧に保持できる。この際、特
定の負荷プロファイルが所望である場合には、少なくとも一つの圧力チャンバの圧力が高
められる。
【００４５】
　本発明によるプレス本体は、以下に列挙する多くの重要な利点を有する。
【００４６】
　－　カウンタ圧力表面の輪郭に対してそれ自体が形態を一致する。
【００４７】
　－　カウンタ圧力表面の変形に従って形態を一致する。
【００４８】
　－　プレスフェルトの縁部の異常な磨耗を生じない。
【００４９】
　－　紙の塊(paper wads)等がプレスニップを通過することを許容する。
【００５０】
　－　非常に安価に製造できる。
【００５１】
　－　プレスニップ全体内の、又はプレスニップの連続したセクション内の負荷を互いに
独立して制御するように設計できる。
【００５２】
　上文中に説明し且つ添付図面に示した支持本体７は、指定されたプレス本体である。こ
れは、これらの支持本体がプレス装置で使用されるためである。当然のことながら、プレ
ス本体の同じ実施形態を、抄紙機又は板紙抄紙機、又はカレンダーの繊維ウェブを処理す
るための他の装置で使用できる。本発明を例えばワイヤセクションに適用したとき、図１
の第１プレスエレメント１のベルトを例えばワイヤ等の布に変えてもよい。
【００５３】
　ニップでの負荷は０ｋＮ／ｍ乃至３０００ｋＮ／ｍまで変化させることができる。
【００５４】
　支持本体の機械方向での寸法（幅）は、代表的には５０ｍｍ乃至５００ｍｍである。
【００５５】
　支持本体の所望の弾性特性は、鋼やアルミニウム等の金属よりも弾性率がかなり低い弾
性材料によって得られる。これにより、支持本体は、その構造に応じて、弾性的に膨張で
き、又は弾性的に圧縮できる。弾性材料の代表的な硬度は、ショアーＡ硬度で５０乃至９
５である。弾性材料は更に、磨耗に耐えるため、支持本体に十分な強度／硬度を与えるが
、これと同時に、本発明による所望の機能を得るため、支持本体を十分に弾性変形可能に
する。弾性材料としてプラスチック材料やゴム材料を使用でき、ポリマー、例えばガラス
繊維、カーボン繊維、又はテクスタイルで強化できる複合材料を使用できる。現在、ポリ
ウレタンが好ましいポリマーである。
【００５６】
　所望であれば、支持本体の接触表面１３を交換可能な薄い磨耗保護体（図示せず）によ
って覆うことができ、その一方の側縁部がホルダの上流側にしっかりと取り付けられ、他
方の側縁部は自由であり、支持ホルダの移動及び変形に従う。
【００５７】
　上文中に説明した実施形態では、保持装置８は、周方向に見た場合、接触表面１３を除
く支持本体７の全ての表面に対して外カウンタ支持体として機能する。更に、一つ又はそ
れ以上の圧力チャンバから所定距離のところで支持本体に全体が又は部分的に埋設された
内カウンタ支持体として機能するように設計されており且つ構成されていてもよい。外カ
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ウンタ支持体及び内カウンタ支持体の組み合わせを使用してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】第１実施形態によるプレス本体を持つ本発明によるプレスを示す図である。
【図２】図１によるプレス本体及びその保持装置を持つプレスニップを示す拡大図である
。
【図３】図２によるプレス本体及び保持装置の斜視図である。
【図４】図３によるプレス本体及び保持装置の断面図である。
【図５】図３による保持装置のプレス本体なしの斜視図である。
【図６】図３によるプレス本体自体の斜視図である。
【図７】図６によるプレス本体の断面図である。
【図８】第１実施形態によるプレス本体で得られる圧力曲線を示すグラフである。
【図９】第２実施形態によるプレス本体を示す図である。
【図１０】図９によるプレス本体で得られる圧力曲線を示すグラフである。
【図１１】第３実施形態によるプレス本体を示す図である。
【図１２】第４実施形態によるプレス本体を示す図である。
【図１３】図１２によるプレス本体で得ることができる圧力曲線を示すグラフである。
【図１４】第５実施形態によるプレス本体を示す図である。
【図１５】第６実施形態によるプレス本体を示す図である。
【図１６】第７実施形態によるプレス本体を示す図である。
【図１７】第７実施形態によるプレス本体を示す図である。
【図１８】第８実施形態によるプレス本体を示す図である。

【図１】

【図２】

【図３】



(15) JP 4602343 B2 2010.12.22

【図４】 【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】
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【図１２】

【図１３】
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【図１４】

【図１５】

【図１６】
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【図１８】



(17) JP 4602343 B2 2010.12.22

10

20

フロントページの続き

(74)代理人  100105795
            弁理士　名塚　聡
(72)発明者  トール、グスタフ、グスタフソン
            スウェーデン国フォーシャガ、エノスガタン、５

    審査官  前田　知也

(56)参考文献  米国特許第０４５７６６８２（ＵＳ，Ａ）
              特表平０８－５００８５５（ＪＰ，Ａ）
              特開昭６３－１０１０９８（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－０４３８８７（ＪＰ，Ａ）
              特開平０７－１５０４９７（ＪＰ，Ａ）
              特表２００３－５１５００４（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              D21F1/00-13/12
              D21G1/00-9/00
              B30B9/22-9/24


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

